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公益財団法人さいたま市産業創造財団勤労者福祉事業に関する規程

第１章 総則

（目 的）

第1条 この規程は、公益財団法人さいたま市産業創造財団（以下「当法人」

という。）定款第4条に規定するもののうち、勤労者福祉事業に関し必要な

事項を定めることを目的とする。

（定 義）

第2条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。

⑴ 中小企業 常時雇用する従業員の数が300人以下の事業所をいう。

⑵ 勤労者等 ア さいたま市内の中小企業に勤務する勤労者とその

事業主をいう。

イ 定年等で退職した元会員をいう。

⑶ 会 員 第３条に定める資格を有し、かつ第４条に定める入会手続

きを完了した者をいう。

⑷ センター 当法人の組織である勤労者福祉サービスセンターをいう。

（会員資格）

第3条 会員になることができる者は、勤労者等及び理事長が特に必要と

認めた者とする。

2 正会員になることができる者は、さいたま市内の中小企業に勤務する

勤労者とその事業主とする。

3 ふろむ会員になることができる者は、定年等で退職した元会員とする。

4 勤労者等のうち次の各号に掲げる者は該当しないものとする。ただし、事

業主が適当と認めた者については除く。

⑴ 6箇月未満の期間を定めて雇用されている者

⑵ 季節的業務に雇用されている者

⑶ 常時勤務に服することを要しない者

（入会手続）

第4条 センターに正会員で入会しようとする場合は、所定の入会申込書等必

要な書類に入会金及び会費を添えて事業主が、理事長に提出しなければなら

ない。

2 センターにふろむ会員で入会しようとする場合は、所定の入会申込書等

必要な書類に会員証発行手数料200円及び会費を添えて、理事長に提出しな

ければならない。

3 理事長は、入会を承認したときは、会員証を発行するものとする。

（資格の発生）

第5条 会員の資格は、前条第1項の規定による入会手続を完了した日から発生

する。ただし、毎月26日以降に入会手続を完了した場合は、翌月の初日から

とする。

2 前項の規定にかかわらず、勤労者福祉事業のうち慶弔等給付事業に係る給付

を受けることのできる資格は、毎月25日を基準日とし（以下「基準日」とい

う。）、当該基準日の属する月の前月26日から当該基準日までに入会手続を

完了した場合は、当該基準日の翌月の初日から発生するものとする。

（入会金・会員証発行手数料）

第6条 入会金の額は、会員1人につき500円とする。ただし、ふろむ会員は入

会金を要しない。

2 会員証の再発行手数料の額は、会員1人につき200円とする。ただし、正会

員は会員証発行手数料を要しない。

3 納入した入会金及び会員証発行手数料は、会員が退会した場合においても

返還しない。

（会 費）

第7条 正会員の会費は、会員1人につき月額600円とする。

2 正会員の会費の納入は、資格の発生した日の属する月から資格の喪失日の属

する月までとする。

3 ふろむ会員の会費は、会員1人につき年額3,600円とする。

4 ふろむ会員の会費は、4月1日から翌年の3月31日までの会費とする。

ただし、初年度は入会月から翌年の3月31日までの会費とし、月割計算する。

5 理事長は、必要があると認めるときは、会費を免除することができる。

（会費の納入方法）

第8条 正会員の会費は、口座振替により3箇月ごとに前納するものとする。

2 前項の会費は、4月、7月、10月及び翌年1月の各18日に、理事長に提出され

た口座振替依頼書により指定された預金口座から自動振替により納入するも

のとする。ただし、これらの日が金融機関の休日に当たるときは、翌営業日

とする。

3 新たに入会した場合の正会員の会費は、口座振替により納入することがで

きるまでの月分をまとめて入会手続きにあわせて納入しなければならない。

4 正会員の会費として口座振替により納入する金額は、口座振替月を含む3箇

月分に会員数を乗じた額とする。

5 ふろむ会員の会費は、口座振替により1年分を4月18日に前納するものとす

る。ただし、当日が金融機関の休日に当たるときは、翌営業日とする。

6 新たに入会した場合のふろむ会員の会費は、入会手続きにあわせて納入し

なければならない。

7 理事長がやむを得ないと認めた場合は、本条の規定によらず別に定める方

法により会費を納入することができるものとする。

（会費等の使途）

第8条の2 入会金及び会費は、毎事業年度における合計額の40％以上を当該年

度の公益目的事業に使用する。

（退会届）

第9条 次の各号の一に該当するときは、速やかに会員証を添えて退会届を理事

長に提出しなければならない。

⑴ 第3条の規定に基づく会員資格を失ったとき

⑵ 前号以外の理由により退会するとき

（資格の喪失）

第10条 前条の規定に基づく退会届により会員の資格を喪失する日は、退会届

をセンターが受理した当該月の末日をもって喪失日とする。ただし、毎月25

日（25日が土・日・祝日にあたる場合はその前の平日）までに退会届が提出

されない場合は、翌月の末日を喪失日とする。

（会費の返還）

第11条 第8条の規定に基づき会費を納入した後に退会したときは、会員の資格

を喪失した日の属する月の翌月以降の会費は返還する。

2 既納のふろむ会員の会費は、返還しない。

（変更届）

第12条 会員は、入会時に届け出た事項に変更が生じたときは、速やかに理事

長に異動届を提出しなければならない。

（資格の取り消し）

第13条 理事長は、次の各号の一に該当したとき又は特に必要があると認めた

とき、会員の資格を取り消すことができる。

⑴ 会費を３期以上滞納し、引き続き納入の見込みがないと認められるとき。

⑵ 偽りその他不正の行為により、勤労者福祉事業による利益を受けようとし

たとき、又は受けたとき。

⑶ 勤労者福祉事業の実施を妨げる行為をしたとき。

2 理事長は、前項の規定により会員の資格を取り消したときは、当該者に対し

てその理由を付した資格取消通知書により通知するものとする。

第2章 事業

（事 業）

第14条 当法人は、次の各号に掲げる事業を行う。

⑴ 勤労者等の要望に応じた勤労者福祉事業を実施するため、余暇施設、余

暇活動福利厚生等についての調査研究

⑵ 勤労者等の福祉向上を図るための各種研究会、講習会等の事業

⑶ 勤労者等の要望に応じた勤労者福祉事業の紹介及び当法人が実施する各

種事業などの情報の提供

⑷ 祝金、見舞金、弔慰金等の慶弔等給付事業

⑸ 医療費、出産費用、結婚資金、教育資金、その他不時の出費のための低

利な生活資金融資のあっ旋事業

⑹ 会員の健康維持増進を図るため、人間ドック・脳ドック受診料の一部補

助及び講習会の開催、健康ランド・スポーツ施設の割引利用等の事業

⑺ 会員の余暇活動を援助するため次に掲げる事業

（ア）レクリエーション事業（季節に応じた旅行等を開催し、会員の親睦

を図る。）

（イ）各種レジャー施設、宿泊施設等の割引利用事業（映画館、ボウリン

グ場、遊園施設等多数の指定レジャー施設や指定宿泊施設等が割引で

利用できる。）

（ウ）宿泊補助事業（提携旅行代理店で宿泊を伴う旅行を利用する際に、

宿泊料金の一部を補助する。）

⑻ 前各号に掲げる事業のほか、勤労者の福祉の向上を図る目的を達成する

ために必要な事業

2 前項第4号、第5号、第6号及び第7号の事業の実施について必要な事項は理事

長が要綱により別に定める。

（受益の制約）

第15条 ふろむ会員は、センターが行う事業からの受益に対する制約を受ける。

2 前項に定める制約は、理事長が別に定める。

第3章 雑則

（委 任）

第16条 この規程に定めるもののほか、事業について必要な事項は、理事長が

別に定める。


